
参考資料２

○建設業法（昭和２４年法律第１００号）

（経営事項審査）

第二十七条の二十三 公共性のある施設又は工作物に関する建設工事で政令

で定めるものを発注者から直接請け負おうとする建設業者は、国土交通省

令で定めるところにより、その経営に関する客観的事項について審査を受

けなければならない。

２ 前項の審査（以下「経営事項審査」という。）は、次に掲げる事項につ

いて、数値による評価をすることにより行うものとする。

一 経営状況

二 経営規模、技術的能力その他の前号に掲げる事項以外の客観的事項

３ 前項に定めるもののほか、経営事項審査の項目及び基準は、中央建設業

審議会の意見を聴いて国土交通大臣が定める。

（中央建設業審議会の設置等）

第三十四条 この法律、公共工事の前払金保証事業に関する法律及び入札契

約適正化法によりその権限に属させられた事項を処理するため、国土交通

省に、中央建設業審議会を設置する。

２ 中央建設業審議会は、建設工事の標準請負契約約款、入札の参加者の資

格に関する基準並びに予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費

に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。


